様式第１号
一般競争入札参加資格確認申請書
                                                          令和　　年　　月　　日
沖縄県環境整備センター株式会社
　代表取締役　宮城　嗣吉　殿
                                              住　　　　所
                                              商号又は名称
                                              氏　　　　名                　印
一般競争入札参加資格審査申請書の提出について
                                                                              　　沖縄県環境整備センター株式会社が発注する「令和８年度　沖縄県公共関与産業廃棄物最終処分場被覆施設新設等 実施設計業務」に係る入札に参加を希望しますので、別添資料一式及び下記のとおり関係書類を提出します。なお、資格審査資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。
                                                                                記
                                                                              　１  公告年月日　令和８年６月18日
２  委託業務の名称　令和８年度　沖縄県公共関与産業廃棄物最終処分場被覆施設新設等　実施設計業務
３  資格確認資料記載責任者　氏名　　　　　　　　　　　電話番号
４  資格確認項目
　（１）沖縄県内に本社、又は支社、営業所が存在すること。
【記入例：県内に本社、又は支社、営業所が存在します。証明資料（登記簿、会社概要資料等）を提出します。】     
　（２）一級建築士の資格を有する者がいること。
　　 　 【記入例：資格証の写しを提出します。】
　
（３）被覆施設の移設又は新設に関する設計業務を受託した実績を過去５年間に２件以上、有する者であること。
【記入例：業務実績証明書及び（証明する資料：契約書等）の写しを提出します。】
（４）国（特別法に基づく法人を含む。以下同じ。）または、沖縄県若しくは沖縄県と規模を同じくする沖縄県以外の地方公共団体と契約を締結した実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約を全て誠実に履行したことを国または、沖縄県若しくは沖縄県以外の地方公共団体が証明する書類を提出する者。
【記入例：業務実績証明書及び（証明する資料：契約書等）の写しを提出します。】
（５）地方自治法施行令（昭和22年政例第16 号）第167 条の４に規定する者に該当しない者であること。
　　　【記入例：地方自治法施行令第167条の４に該当しません。】
（６）沖縄県における建築関係コンサルタント業務係る入札参加有資格者であること。

　　　 【記入例：沖縄県の建築関係コンサルタント業務に係る入札参加資格を有しています。】
　
（７）入札参加資格申請書等の提出日まで、沖縄県の指名停止処分等を受けていない者であること。
　　　 【記入例：令和○年○月○日現在（申請書等の提出日現在）において指名停止措置を受けていません。】
（８）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者として、沖縄県発注業務からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。
　　  【記入例：警察当局から排除要請はありません。】
※留意事項
　（１）入札者は、通知書封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、速達特定記録
郵便分（620円）の切手を貼った長形３号封筒を申請書と併せて提出すること。
　（２）提出された申請書のみでは資格を判断できないとき、３の記載責任者に連絡して
　　　ヒアリングを行う場合がある。
